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◯34 番（松野 隆）登壇 皆さん、こんにちは。松野隆でございます。 

 私は、公明党福岡市議団を代表し、今後の発達障がい対策及び特別支援教育における支援

事業について、並びに緑のまちづくりについて質問をいたします。 

 まず初めに、発達障がいについてであります。 

 近年、ノーマライゼーションの理念の普及とその実現に向けての各分野での御努力によ

り、障がい者対策が進められてまいりました。特殊教育から１人１人の子どもの教育的ニー

ズに応じて適切な指導や支援を行う特別支援教育への転換は、教育現場における歴史的事

業とも言え、今後、特別支援教育の実効性は日本と地域の将来を左右すると言っても過言で

はありません。特に明確な定義がなかったＬＤ、学習障がい、ＡＤＨＤ、注意欠陥・多動性

障がい、高機能自閉症など、いわゆる発達障がいへの取り組みは、厚生労働省と文部科学省

が共同研究の成果として「2003 年今後の特別支援教育の在り方について」の中で、喫緊か

つ重要な課題であると最終報告がなされ、それを受け、国において 2004 年 12 月に発達障

害者支援法が参議院において全会一致で成立、2005 年４月１日から施行されております。 

 これまで、家庭環境やしつけの問題として片づけられてきた発達障がい児でしたが、保護

者と関係者の皆様の御努力により、生まれつきの特性や個性を持つ子どもであると徐々に

認識が新たにされつつあります。実際、ＬＤなど発達障がいの子どもたちは、全般的に知的

おくれは伴わない傾向にあり、しかし、日常生活を送る上で、ある部分や場面において困難

を示し、支援を必要とするのです。このような子どもたちに対し、どのような指導が有効で

あるのか、教育現場では教員が定期的に研修や実地研修を受けられたり、特別支援教育コー

ディネーターの指名や校内委員会を設置して意識の底上げを図るなど試行錯誤が続いてお

ります。また、医療機関や福祉関係者との連携により対応が進められておりますが、人的育

成を含め、現場での具体的取り組みについて、今後の課題は山積しております。 

 そこで教育委員会にお尋ねします。平成 14 年、文部科学省が行った教員へのアンケート

結果による全国の小中学校での発達障がい児の在籍率、及び本市における在籍数と在籍率

についてお示しください。 

 次に、乳幼児期から行われている健康診査についてですが、発達障がい児にとって何より

重要なことは早期発見、早期指導であります。本市における健康診査の実施状況をお聞かせ

ください。中には３歳児健診において発見されず、その後に発達障がいが露見する児童も数

多くあります。本市でどの程度同様の児童がいるのか、その場合、何歳の時点で発見される

のか、実態をお聞かせください。 

 保護者の相談窓口として、発達障がい者支援センターや西部療育センター、あいあいなど

の施設がありますが、現在、年間に何名の相談者があり、例えば 10 年前と比較し、相談者

数の増減はどうなのか、主にどのような相談が寄せられているのか、お尋ねします。 

 また、本市の発達教育センターと発達障がい者支援センターの連携の現状をお示しくだ



さい。 

 また、発達障がい児が通常の学級に籍を置きながら、ほかの学級や学校に通って特別の指

導を受ける通級指導教室について、他政令市のうち設置教室数の多い３都市の状況と本市

の小中学校での設置状況と、どの区に未設置なのかについてお尋ねいたします。 

 保護者の中には、我が子が発達障がいであることを認めたくないといった方もおられま

す。そして、すべての教員も発達障がいについて正しい認識を持っているわけではないと聞

きます。仙台市教育委員会は、発達障がいにかかわる保護者とすべての先生それぞれに向け、

「気づいて認めて支えて」というリーフレットを作成、配布しております。正しい認識に基

づいて子どもたちに接し、少しでも誤解をなくすことができるよう、同様の印刷物を作成し、

学校や公民館、関係機関で配布してはいかがでしょうか、お尋ねいたします。 

 続けて、特別支援教育における支援事業について、本市で医療行為を必要とする、通常学

校に在籍する通学児童生徒に対する医療的ケアの実施状況について、お示しください。 

 次に、本市における緑のまちづくりについて、お尋ねします。 

 環境問題が地球的課題となって久しい現在、環境保全へのリサイクル社会構築、温暖化防

止へのフロンガスや温室効果ガス排出抑制など、産学官を挙げてさまざまな研究と試みを

行い、環境と産業の共存共栄が大きな課題となっております。本市におきましても、福岡市

緑の基本計画を策定し、自然との共生が進められております。まず、緑のまちづくりの前提

として、街路樹の葉ごみ処分のために、家屋や店舗の周辺、特に個人やボランティア用に本

市で配布している環境美化袋について、周知の有無と、どこでどのように配布しているのか、

お示しください。 

 次に、街路樹の現況について、路線別に調査を行っているのかお示しください。 

 植樹され、相当の年数を経過した街路樹は、当時と比較し、かなり生育しておりますが、

枝や根っこの成長の過程で、家屋や排水管への被害について、過去５年間に掌握している実

態について、区別にお示しください。また、定期的なチェックが行われているか否か、お答

えください。 

 以上で、１回目の質問を終わり、２回目以降は自席にて行います。 

◯副議長（久保 浩） 山田教育長。 

◯教育長（山田裕嗣） まず、発達障がい児についてでございますが、平成 14 年、文部科

学省が行いました教員へのアンケート調査結果によります全国の小中学校での発達障がい

児の在籍率につきましては、6.3％となっております。なお、文部科学省は、この調査は担

任教師による回答に基づくもので、ＬＤの専門家チームによる判断や医師による診断によ

るものではないので、その結果がＬＤ、ＡＤＨＤ、高機能自閉症の児童生徒の割合を示すも

のではないことをつけ加えております。 

 本市におきましては、平成 18 年度、小中学校での在籍者数 280 名、在籍率 0.26％でござ

います。この在籍者数の中には、医師の診断によるもののほか、文部科学省の示している判

断基準により学校長が判断したものも含まれております。 



 次に、通級指導教室につきましては、発達障がいのある児童生徒が、言語障がい、情緒障

がい及びＬＤ、ＡＤＨＤ等の通級指導教室で専門的な指導を受けております。平成 19 年度、

設置教室数の多い３つの政令市の状況につきましては、小学校は横浜市が 67 教室、京都市

が 35 教室、広島市が 25 教室であり、中学校は横浜市が９教室、京都市が８教室、福岡市

が３教室となっております。本市におきましては小学校 18 教室、中学校３教室を設置して

おります。また、通級指導教室が未設置である行政区につきましては、城南区、早良区でご

ざいます。 

 次に、発達障がいの啓発に関する印刷物の作成及び配布につきましては、啓発リーフレッ

トを作成し、１学期中に保護者、公民館、関係機関へ配布できるよう取り組みを進めており

ます。 

 また、教員への啓発につきましては、校内支援マニュアルを作成、配付しており、各学校

では、このマニュアルを活用しながら発達障がいのある児童生徒への支援を行っていると

ころでございます。 

 それから、小中学校での医療的ケアの実施につきましては、平成 18 年度小学生２名であ

り、酸素の吸入や導尿を保護者が行っております。以上でございます。 

◯副議長（久保 浩） 大場こども未来局長。 

◯こども未来局長（大場美徳） お答えいたします。 

 まず、本市におきます乳幼児健康診査につきましては、４カ月児、10 カ月児、１歳６カ

月児、３歳児を対象に健康診査を実施してございます。特に１歳６カ月児、３歳児健診にお

きましては、視線が合わない、甘えてこない、コミュニケーションがとりにくいなど発達障

がいが疑われる場合は、心理判定員による相談を実施するとともに、必要に応じて心理判定

員により経過を観察したり、心身障がい福祉センターなどの療育機関の紹介等を行ってお

ります。 

 次に、３歳児健診において発見されず、その後に発見された児童がどの程度あるのか、ま

た、何歳の時点で発見されているのかというお尋ねでございますが、その実態は把握できて

おりませんで、心身障がい福祉センター及び西部療育センターにおける平成 18 年度の新規

受け付け児童数の状況を見ますと、受け付け時の年齢が４歳から就学前の６歳までの児童

のうち、発達障がいと診断された児童は 115 人でございます。その内訳は、４歳児が 59 人、

５歳児が 29 人、６歳児が 27 人となっております。 

 次に、発達障がい者支援センター等における相談状況につきましては、平成 18 年 12 月

開設の発達障がい者支援センターにおきましては、開設から平成 19 年３月までの４カ月間

で 193 名の方から相談をお受けしております。 

 心身障がい福祉センター、愛称あいあいセンター及び西部療育センターにつきましては、

就学前の乳幼児期を中心に発達上のさまざまな相談を幅広くお受けしており、平成 18 年度

における乳幼児の新規相談は 622 人で、その内訳は発達障がいが 247 人、知的障がいが 170

人、聴覚、言語障がいが 81 人、肢体不自由が 36 人などとなっております。10 年前の平成



９年度におきましては、新規相談は 382 人で発達障がいが 156 人、知的障がいが 91 人、聴

覚、言語障がいが 32 人、肢体不自由が 51 人などとなっておりまして、発達障がいに関す

る相談については、10 年間で 156 人から 247 人へ 91 人増加してございます。 

 また、発達障がい者支援センターにおける主な相談内容といたしましては、診断を初め、

健康、医療に関すること、家庭療育や行動に関することなど家庭生活に関すること、専門的

な支援を行う機関や施設の紹介などの情報提供、学校での行動に関することなど学校生活

に関すること、就労に関することなどとなっております。 

 次に、発達教育センターと発達障がい者支援センターの連携でありますが、発達障がい者

支援センターは発達障がい児・者に対する乳幼児期から学齢期、そして成人期までの一貫し

た支援の総合相談窓口としての役割を担うものでございまして、特に学齢期における支援

に関し、学校教育と福祉との連携した取り組みを進めるため、特別支援教育の中核機関であ

ります発達教育センター内に設置しております。両センターの連携につきましては、毎月定

期連絡会議を開催するほか、適宜相談支援を円滑に行うための情報交換などを行うととも

に、必要に応じ、発達障がい者支援センターの職員と発達教育センターの指導主事が学校を

訪問し、教職員に対し助言を行うなど、きめ細かな支援ができるように連携を密にしている

ところでございます。以上でございます。 

◯副議長（久保 浩） 佐本環境局長。 

◯環境局長（佐本文男） 環境美化袋についてのお尋ねでございますが、環境美化袋につき

ましては、個人やボランティア団体の方々が、道路などの公共の場所を清掃したごみを家庭

のごみ出し日に一緒に出すための袋として、平成 17 年 10 月の家庭ごみの有料化にあわせ

まして作成をいたしましたものでございます。その際、市民の皆様には市内各地域で行いま

した説明会や出前講座などで御説明申し上げましたほか、あわせて全世帯に配布いたしま

したごみルールブックによりお知らせをしてまいったところでございます。環境美化袋の

配布方法につきましては、７区の区役所及び今宿出張所の窓口で申請をしていただき、必要

数量を無料でお渡しをしているところでございます。以上でございます。 

◯副議長（久保 浩） 中村都市整備局長。 

◯都市整備局長（中村耕二） 路線別の街路樹の現況調査を行っているのかという御質問で

ございますが、都市整備局では、平成 19 年４月現在で 418 路線の街路樹を管理いたしてお

ります。このうち計画的に管理をしていくために現況調査が必要な路線が 298 路線ござい

まして、271 路線について現在までに現況調査を完了し、残りの路線につきましても引き続

き調査を行っているところでございます。内容につきましては、樹木の葉張りや高さ、それ

から、植栽ますの大きさ、歩道や車道の幅員等の現況調査を行っているところでございます。 

 次に、過去５年の街路樹による家屋や排水管への区別の被害実態についてのお尋ねでご

ざいますが、まず区別の件数でございますけれども、５年間の合計でございますが、東区 23

件、博多区８件、中央区５件、南区９件、城南区１件、早良区６件、西区１件の計 53 件と

なっております。 



 また、被害の内容につきましては、汚水管へ街路樹の根が進入し管を詰まらせたり、落ち

葉が雨どいにたまりまして詰まらせた被害などでございます。 

 次に、定期的に街路樹のチェックが行われているかとのお尋ねでございますが、現在、街

路樹管理を委託しております財団法人福岡市森と緑のまちづくり協会におきまして、職員

３人で１組のチームを組みまして、車によるパトロールを行っております。パトロールは原

則として、１カ月で市内全域の街路樹路線を見回りまして、倒木や枝折れ等の樹木の異常、

病害虫の発生状況、支柱の老朽化や樹木の食い込み、根による歩道の持ち上げ、植栽ますの

陥没等の異常、植栽ます内のごみの放置等を定期的にチェックいたしております。また、病

害虫の発生時期や桜の開花時期等、特定の時期に臨時のパトロールもあわせて行っている

ところでございます。以上でございます。 

◯副議長（久保 浩） 松野隆議員。 

◯34 番（松野 隆） ２回目の質問に入ります。 

 一般に、学習障がいは多くの場合、就学以降、実際に学習し始めて特徴が露見すると言わ

れます。一方、高機能自閉症などは知的おくれを伴わないために、３歳児健診においては発

見されなかった例も多数あります。将来的には対象児が増加する可能性も指摘される中、国

では既に幼稚園における早期支援体制確立へ向けた議論も一部で始まっております。３歳

児まで段階的に健診を受けながらも発見されなかった子どもの場合、就学前に健診の機会

はなくなることとなります。 

 川崎市では昭和 60 年より５歳児健診を実施、発達障がいに主眼を置いていない健診では

ありますが、発見された場合は相談機関の紹介を行っており、平成 19 年度の事業内容は対

象児童数１万 2,675 人、予算額は 5,652 万 5,000 円となっております。 

 鳥取県では平成 16 年から市町村が実施主体となり５歳児健康診査実施体制整備事業を開

始し、平成 19 年より、すべての市町村において５歳児健診を実施しております。３歳児に

おいて発見されなかった子どもが、それ以降、発達障がいの特徴をあらわし、そうした中、

鳥取大学の小枝教授が平成８年に大山町で実験的に５歳児健診を行った結果、成果があら

われ、実施市町村が増加し、今年度の全市町村実施に至っております。平成 16 年度の鳥取

県における５歳児健診の結果、発達障がいと診断、もしくはその疑いがあると診断された児

童は 1,015 名中 94 名、全体の 9.3％と非常に確率が高く、そのうち３歳児健診で指摘され

なかった児童数は 40 名。そもそも３歳児健診を受けなかった児童６名を合わせると、５歳

児健診で発見された児童の半数は３歳児健診を通過していたという報告がなされ、それは

運動発達や言語発達が良好な場合、落ちつきがない、友達と上手にかかわれないといった行

動を３歳段階で指摘するには限界がある。それは、集団生活をする年齢にならないと適切に

指導できない大脳発達段階に起因した問題だからである。保育士や幼稚園教諭が問題行動

に気づいて保護者に投げかけても、３歳児健診では何も言われなかったという言葉が返っ

てくるだけであり、保護者が気づきのないままに就学を迎えるという事態になった。ここに

５歳児健診の潜在的ニーズがあった、と指摘しております。 



 文部科学省も、平成 18 年度研究報告での実証的研究成果の中で、３歳児健診を最終とす

る現行の乳幼児健診システムの中では十分には対応できていない可能性がある。これは現

行の乳幼児健診の質が不十分というよりも、年齢的に見えていないのだと思われる、と報告

しております。 

 このように、さきに述べましたように、極めて重要なのは早期発見、早期指導なのです。

保護者も気づかずに何の相談、指導も行われないまま就学を迎えるのか、それとも、集団生

活の中で見られる問題行動に焦点を当てた５歳児健診を受け、現状認識をした上で就学す

るのかは、子どもに対するその後の対応に大きな開きが出、指導と発達に少なからず影響を

与えるのではないでしょうか。したがいまして、私は、本市におきまして５歳児健診の導入

が必要だと考えます。特に個別の診断では集団における行動や指示の入りにくさなどは見

落としてしまう可能性もありますので、幼稚園や保育所の担任等、職員が同席できるよう、

専門家を幼稚園、保育所に派遣した集団健診をぜひ実施すべきだと考えますが、いかがでし

ょうか。当局の積極的な御回答をお願いします。 

 私も実際にＬＤ・ＡＤＨＤ等通級指導教室を視察させていただき、保護者の御意見を伺う

機会も得ました。校長先生を初めとする担当教員の熱心な指導を見学し、保護者の子どもの

成長の推移やコンディションの把握にとても大切な指導内容であると確信をいたしました。

本市では、昭和 43 年、博多小学校に言語障がい通級指導教室が設置されましたが、39 年が

経過した現在も、同教室は市内に３カ所だけです。ＬＤ・ＡＤＨＤ等通級指導教室は現在、

市内に２カ所しかなく、設置数は決して十分ではありません。 

 発達障がい児の保護者は、この限られた教室に市内全域から通われております。また、仕

事の都合や個人的理由により転入、転居する際には、あらかじめどの区に通級指導教室が設

置され、どのような指導内容かを御本人の努力で調査した上で転居先を決めるなどの御苦

労があります。保護者は子どもの通級指導のために半日かけてつき添います。かわいい我が

子のためなら御苦労もいとわないとは思います。福岡市南西部にお住まいのあるお母さん

は、週に１回お子さんにつき添い、通級指導教室に通われております。土、日は学校が休み

のため、平日に休暇がとれる仕事を探して、通級指導の日は、子どもを学校に迎えに行き、

一度帰宅。昼食後、バスで片道約 50 分かけて登校し、指導終了後、帰宅するのは夕方。ほ

かに２人子どもがおり、ほかの子が病気したときには通級指導教室を欠席するしかありま

せん。このように、ほかに兄弟を抱え、仕事やパート勤務をしながら子どもにつき添うこと

は決して簡単なことではありません。また、残念ながら、通級指導を申請しながらも、定員

オーバーとの返答により通級がかなわなかった保護者からの生の声もお聞きしました。こ

れら切実な保護者の声を行政としてどう受けとめるかは、当局の姿勢をあらわすものであ

ると考えます。 

 私は今回の質問に当たり、宮城県仙台市へ現地調査に参りました。仙台市では、本年４月

より、市内に小学校３校、中学校１校、計４校のＬＤ・ＡＤＨＤ等通級指導教室をモデル校

として早速設置しておりました。ほかに京都市や広島市なども積極的に教室設置を行って



おります。特別支援教育の精神にかんがみ、１人でも多くの子どもが通級指導を受けられる

よう、また、保護者の御負担を軽減するために、本市において、特に未設置の区において、

早急に発達障がい児に対応できる通級指導教室を最低でも各区に１校設置するべきではな

いかと考えます。当局の御所見をお尋ねいたします。 

 中学校においては、生徒本人の自我の発達に伴い、通級への拒否や消極的な態度が見られ

るようです。このことについて、実態に即した対策、対応をとるべきだと考えますが、御所

見を伺います。 

 次に、仙台市では特別支援教育の支援事業として、小学校 10 校、中学校２校、特別支援

学校１校の計 13 校に、医療行為が必要な通学児童生徒に対し、看護師の設置を行っており

ます。それが結果的に保護者の負担軽減に貢献をしております。本市におきましては、就学

基準により通常学校における医療行為が必要な児童は保護者がつき添わなければなりませ

ん。そこで、本市におきましても医療的ケアを実施してはいかがでしょうか、お示しくださ

い。 

 次に、緑のまちづくりについてですが、私は、この選挙期間中に多くの市民や南区民の

方々から御意見や御要望をいただき、改めて地域のニーズの多さと多様性を実感しました。

その中で、ある事業主より、店舗前の歩道のイチョウの葉の清掃についての御苦労をお聞き

しました。 

 その方は、落ち葉の季節になると、毎日早朝から掃き掃除をされ、近ごろでは年を経るご

とに重労働となっているそうです。そのうち、前の歩道が再整備されることを知り、この際、

イチョウの木から葉っぱの少ない木へ変えてもらえないものか相談をされました。樹種の

変更については、イチョウ並木を愛する住民もおられ、地域の合意を得ることは容易ではな

いと思われます。しかし、変更を要望した際、環境美化袋の存在を当局から知らされ、何も

知らずに、これまで体と心の負担とともに自前のごみ袋にたくさんの葉を詰めてごみ出し

をされていたことから、もっと積極的に市民に知らせてほしかったと、強く訴えておられま

した。県内のほかの市では、ホームページでの周知などもなされております。木が生き物で

ある以上、落ち葉はつきものです。したがって、落ち葉の清掃作業には、地域の皆さんの御

協力は欠かせません。市民の皆さんの立場に立つと、この際、環境美化袋のさらなる周知の

徹底と、環境美化袋を含めた落ち葉清掃に関するマニュアルを作成すべきであると思いま

すが、見解をお示しください。 

 さきのとおり、緑化対策についても、仙台市で現地調査を行いました。杜の都仙台は、青

葉通りや定禅寺通りなど、市街地には緑が大変多く、すばらしい景観で、御当地を訪れてい

た観光客もその威容に感嘆しておりました。それだけに、行政にとっては街路樹の管理も大

変な作業だと思いましたが、仙台市、百年の杜推進部では、杜の都再生プロジェクトを４年

計画で実施しており、平成 16 年、17 年の２カ年で街路樹再生検討調査業務を行い、その調

査内容の報告書を作成しておりました。私も内容を拝見させてもらいましたが、それは市街

地や住宅地の路線別に、交通上の支障、害虫、根上がりの問題や、景観上や防犯上の剪定の



あり方、道路幅に対して高木でいいのか、低中木にすべきなのかの将来図など、現況をしっ

かりと把握した上で、今後の管理、改修方針や現在の課題と想定樹形の数値設定など計画的

に管理されておりました。 

 本市におきましては、市街地のヒートアイランド現象緩和のための公園緑化、屋上緑化や

都市近郊の緑地保全への対策を行っております。それはそれで重要なことですが、歩道上の

街路樹管理は、どちらかというと場当たり的な印象を受けます。今後のまち並みや景観を考

えるに当たって、ぜひとも計画的な指針が必要ではないでしょうか、お尋ねします。 

 街路樹について、これも市民からいただいた御相談です。相談者の店舗前の歩道に昭和 52

年に植樹されたイチョウの木が今や立派に成長し、根っこがかなり生育し、歩道もかなり盛

り上がっております。その延長線上にある店舗の床中央部に、平成 13 年ころから亀裂が入

り始めました。亀裂の下は、そこを頂点として左右対称に盛り上がっております。ことしに

入り行政に相談したところ、自費で床をはぐり、根との因果関係が証明されれば調査費用も

含めて対処しますとの返答。しかし、店舗でありますから商売に支障を来すので、調査もな

かなかかないません。当局による調査をお願いします。同時に、ふだんからのチェックと管

理体制を見直す必要があるのではないでしょうか、お尋ねします。 

 それに関連しますが、同じ路線では、根っこの回りの囲いはアスファルトとともに盛り上

がり、歩道上は根っこから放射線状に亀裂が何本も入っております。足元が不安定なだけで

なく、視力が弱り、周りが見えにくい高齢者の方々や車いすでの移動を余儀なくされる障が

い者の皆さんにも優しい、障害や段差のないまちづくりが進められております。根上がりの

問題は、市内のどの区においても苦情がたくさん出ている課題であります。先日行われまし

たラブ・アースに参加された都心部にお住まいの方たちからも、ひどい根上がりを見て、何

とかならんとかねと声が上がっておりました。交通バリアフリー法との整合性を図り、根上

がりのひどい歩道のバリアフリー化に向け、街路樹再生の推進を要望します。この問題に対

する当局の御所見をお伺いします。 

◯副議長（久保 浩） 大場こども未来局長。 

◯こども未来局長（大場美徳） まず、５歳児健診の導入につきましての御質問にお答えい

たします。 

 発達障がいの早期発見の取り組みといたしましては、４歳児、５歳児のほとんどが通園し

ます幼稚園や保育所の担任の職員等が、発達障がいやその疑いがあることに早い段階で気

づき、その子どもの状況に応じた適切な発達支援を行うことが大切であると考えておりま

す。そのため、発達障がいの診断と早期療育の専門機関であります心身障がい福祉センター

等の職員による幼稚園や保育所の職員に対する研修を実施し、資質の向上に努めていると

ころであります。 

 また、幼稚園や保育所からの要請により、心身障がい福祉センター等の専門職員が保育所

等に出向き、子どもの状況の観察を行うとともに、担任職員等に対して個別に処遇方法に関

する指導を行い、その上で専門的療育が必要と考えられる場合には、保護者に通園施設での



療育等を勧めているところでございます。 

 さらに、発達障がいの可能性が高く、専門的な診断が療育上必要と考えられる場合は、保

護者も納得していただいた上で診断を行っております。発達障がいの早期発見、早期療育は

重要であり、まだなおいろいろな課題があると認識してございます。現在、国においても早

期発見の方法の開発や、早期からの総合的な支援のあり方等について実践的な研究がなさ

れているところでもあり、その研究成果並びに議員からの御提案の趣旨などを踏まえ、今後

の研究課題とさせていただきたいと考えてございます。以上でございます。 

◯副議長（久保 浩） 山田教育長。 

◯教育長（山田裕嗣） まず、通級指導教室の設置につきましては、市域全体のバランスや

保護者の送迎の負担等を考慮して、各行政区に通級指導教室を設置する必要があると考え

ております。今後とも、就学相談及び就学指導の状況を踏まえながら、設置について県へ強

く要望してまいります。 

 次に、中学校において通級指導教室へ通うことを拒否したり消極的であったりする生徒

に対しましては、生徒の気持ちに配慮する必要があることから、通級指導を無理に勧めるよ

りも、発達障がいに十分留意して学校全体で支援できるよう、校内支援委員会を中心とした

取り組みを進めております。また、必要に応じて医師や大学教授、教員で構成する専門家チ

ームによる学校への巡回相談を実施するとともに、対人関係や行動面での対応が生じた場

合には発達教育センターで専門的な支援を行っております。今後とも生徒の状況に応じた

きめ細やかな支援に努めてまいります。 

 次に、医療的ケアを実施してはどうかとのお尋ねでございますが、就学基準では、医療的

ケアを必要とする児童生徒の就学校は特別支援学校となっておりまして、本市におきまし

ては肢体不自由特別支援学校に看護師を配置しているところでございます。今後、小中学校

への医療的ケアのあり方については、国及び他都市の状況を見ながら研究をしてまいりた

いと存じます。以上でございます。 

◯副議長（久保 浩） 佐本環境局長。 

◯環境局長（佐本文男） 環境美化袋のさらなる周知につきましては、今年度、ごみ減量や

温暖化対策などの取り組みを推進するために発行いたします啓発冊子にも掲載をし、全世

帯に配布をする予定でございます。さらに今後、定期的に市政だよりや環境局ホームページ

などで広報するなど周知に努めてまいりますので、よろしくお願いします。以上でございま

す。 

◯副議長（久保 浩） 中村都市整備局長。 

◯都市整備局長（中村耕二） 落ち葉の清掃に関するマニュアルを作成すべきではないかと

のおただしでございますが、落ち葉の清掃に関しましては、樹種や路線等によりまして頻度

に違いがございますけれども、都市整備局と環境局で分担を決め、定期的に行っているとこ

ろでございます。しかしながら、落ち葉が集中いたします季節や強風時におきましては行政

のみの対応では限界があることから、市民の皆様の御協力が不可欠と考えているところで



ございまして、今後、落ち葉の清掃マニュアルを作成し、広く市民の方々に周知を図りたい

というふうに考えております。 

 清掃マニュアルの内容といたしましては、行政による清掃の実施状況、落ち葉の清掃のや

り方、環境美化袋の配布方法、環境美化袋の出し方等を記載したものをイメージいたしてお

りますけれども、具体的には今後、環境部局と協議検討してまいります。 

 次に、街路樹の計画的な指針が必要ではないかとのおただしでございますけれども、街路

樹につきましては、先ほど申し上げましたとおり、路線ごとの現況調査を行っているところ

でございますので、今後はその結果を踏まえまして指針を策定してまいりたいというふう

に考えております。 

 また、イチョウの根による店舗への影響に関する調査についてでございますけれども、街

路樹との因果関係を調査する必要があるというふうに考えておりますので、歩道を掘削し、

根による影響の調査を行ってまいります。 

 また、ふだんからのチェックと管理体制を見直す必要があるのではないかというおただ

しでございますけれども、歩道のチェックにつきましては、都市整備局で行っている街路樹

パトロールとは別に、現在、土木局でも道路パトロールを行っておりますので、両局の連携

をさらに高めましてチェック機能を強化してまいりたいというふうに考えております。 

 次に、根上がりのひどい歩道のバリアフリー化に向けた、街路樹再生の推進についての御

要望でございますが、今後策定する予定の計画的な指針に位置づけまして、適切に対応して

まいりたいというふうに考えております。以上でございます。 

◯副議長（久保 浩） 松野隆議員。 

◯34 番（松野 隆） ３回目に入ります。 

 まず、緑のまちづくりにつきまして、現在、日本は環境対策としての都市緑化と、世界と

アジアからの観光客誘致に向けた景観づくりを進めております。反面、都市化と宅地化の進

展に伴い、森や緑が徐々に失われてまいりました。その意味におきまして、緑化と緑の保全

は重要なテーマであります。 

 つくられた自然であっても、公園の緑地や緑の並木道は人々に安らぎを与え、春には桜の

花を見ながら杯を酌み交わし、秋には木々が色づき、四季の変化は我々を楽しませてくれま

す。自然と接する機会が少なくなった子どもたちにとりましても、まち中の緑は貴重な存在

であり、情操教育上も必要欠くべからざるものであります。緑化の大きな柱として、公園の

緑地と街路樹のさらなる整備推進と同時に計画的な管理体制の強化が望まれます。行政と

地域住民が一体となった環境整備に向け、市長の御所見をお聞きします。 

 次に、発達障がいについてですが、発達障害者支援法の成立には、その過程において、保

護者の皆さんや親の会の地道な活動が大きく寄与したとされております。長い間、何の支援

もないまま、よその子とはちょっと様子が違う我が子とどう向き合えばいいか。悩みを抱え

ながら、お母さん同士のつながりや情報交換をわずかな糧として御努力されてきた結果で

はないでしょうか。私が今回この質問をいたしますのも、発達障がい者の保護者の皆さんか



らお聞きした生の声、それにかかわる関係者から問題点を指摘されたことがきっかけでし

た。 

 申すまでもなく、現在日本は少子化が進み、いかにお子さんを産み育てていただけるよう

な環境づくりを行うか、児童手当の拡充や乳幼児医療費の無料化などに取り組んでおりま

すが、まだ先の長いトンネルの中にあります。 

 子どもが減り続ける中、発達障がい児の人数は急速に増加しております。まさに先手を打

った対策が行われるか否かに今後の推移がかかっております。私は今後、県教委と市教委と

特別支援教育を必要とする保護者の皆さんに定期的な意見交換の場を持っていただきたい

と思っております。その節には、本市教委関係者の皆様にぜひ御同席を賜りたいと思います。

あわせて、通常学校における医療的ケアをモデル校として実施されるよう、この２点につい

て要望をいたします。 

 先日、宗像市で５月に発達障がい児を対象に開校した民間のフリースクール、ＹＯＹＯ学

園の染原レイ子学園長にお会いしてきました。学園長は元教諭で、日本ＬＤ学会公認の特別

支援教育士です。自分のお子さんがＬＤと診断された経験がおありで、私財を投じ、元旅館

を買い取り、改装し、このたび学園を開校されました。学園長のほかに、大学で発達障がい

を専攻し教員免許を持つ方や、司書さんなど専門性の高いスタッフが、子どもの理解度に合

わせて的確な指導を行っており、学校で全く改善が見られなかったお子さんの保護者も、学

園に来てから、本人の状況に合わせて再プログラミングが行われ、新たな学習指導を受けた

結果、文字の判読、理解力が飛躍的に進歩しましたと語っておられました。それほど高いス

キルを皆さんお持ちであります。 

 ５月 21 日付読売新聞の夕刊に、学園の取材記事が掲載されておりました。福岡教育大学

附属障害児治療教育センターの中山教授が、「発達障害の専門知識を持ったスタッフや設備

がこれほどそろっている民間施設は珍しい。学校現場で指導に悩む先生たちの相談に応じ

るなど行政との連携もできるのでは」とのコメントが紹介されております。私も、染原学園

長とスタッフの皆さんが懸命に悩みを抱える御家族のために頑張っておられる姿に感銘を

受け、しっかり質問をしようと改めて決意をいたしました。 

 民間施設がこれだけの取り組みを行い、社会的貢献を果たそうとしていることからすれ

ば、公立の学校は、質、量ともに、より一層の充実を早急に図るべきではないでしょうか。

同時に、民間の知恵と活力を生かし、今後の連携をも視野に入れ、支援体制の輪を広げれば、

官民の相乗効果が期待でき、制度全体の底上げができると思います。また、相談者が発達障

がいであるか否かを明確に判定することが重要ではないでしょうか。その意味におきまし

て、関係機関同士の綿密な連携体制を構築し、何重ものチェック機能を持たせることは今後

の重要な課題であります。 

 日本と福岡の限りない発展のためには、家庭と学校と地域が一体となり、将来の宝である

子どもたちを今、いかに守り、はぐくんでいくかにかかっております。その子どもたちが、

きちんと社会生活や集団生活に適応できるよう万全の体制を構築し、やがて成人し社会に



旅立つときに、１人でも多くの子どもたちが安心して社会に迎えられるか否か、ここまでが

勝負であり、長いスパンでの一貫した指導体制づくりは、今後必ず時代の要請となることと

思われます。その意味で、今回の質問内容はその端緒にすぎません。 

 先ほど当局からは５歳児健診導入について、確たる御決意をお聞かせいただけませんで

したが、市長、保護者からもぜひ実施してほしいとの声があります。それは、発達障がい児

にとりまして看過できない不幸は、現状認識の不足や誤解によるいじめや、集団生活に溶け

込むことができず、理解されず、だれにも相談できずに、登校拒否や自傷行為などに及んで

しまう、いわゆる２次障がいにあるからであります。これも現場の悲痛な叫びであります。 

 このような不幸を繰り返さないためにも、就学前に保護者や学校にきちんとした認識を

していただくことが重要なのではないでしょうか。市長の答弁を求めます。ぜひとも成長に

即した体制の強化を強く求めるものであります。再度、吉田市長の発達障がい対策について

の御決意をお伺いして、私の質問を終わります。 

◯副議長（久保 浩） 吉田市長。 

◯市長（吉田 宏） 発達障がい児・者への支援におきましては、障がいの早期の発見とい

うことはとても大事ですし、子どもの立場に立ったケアがより早くできる、そのためには、

当然ですが、早く障がいの有無を確認する作業が大変大事だと思います。 

 今の本市がやっております年齢の区切りで十分なのかどうか、議員御指摘の５歳という

年齢が、ちょうど子どもの発達段階、それから逆に、意思を持っていろんなことを言える、

言えないのちょうど境目といいますか、１つの意味のある年齢なんだろうということは、よ

その市の実施状況を見ましても、５歳というのは意味のある年齢なんだろうなということ

は想像できると思います。 

 今すぐやれるかどうかということですけれども、これから先、十分な研究、検討をもって、

我々ができることは何なのかということをいろいろこれから考えていきたいと思います。

御指摘は大変よくわかりました。 

 それから、緑のまちづくりは、今まで緑の基本計画ということでずっと進めてまいってお

ります。だれしもが緑豊かなまちに住みたいということは同じでありますけれども、確かに

一方で、先ほどのイチョウの木のような例ですね、なかなか個人のレベルでいろんな御不自

由をお願いしているということもありますし、逆に、私の家のすぐ近くで例がありましたが、

多分そういったことで折り合わなかったんでしょう、道路の改修に合わせて急に、今度はい

きなり木がばっさりと切られていっているというようなところもありまして、なかなか調

和点を──木が大きくなればなるほどいろんな問題が出てきて、葉っぱとか根っことかい

ろいろあるだろうと思います。ただ、いずれにしましても、議員御指摘のように、適正に維

持管理をして１つの調和点を見出して、緑豊かなまちづくりは、これは進めていかなければ

いけないと思いますので、またこれからいろいろ勉強していきたいと思います。 

 


